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国土交通省
九州運輸局地方部の公共交通分野の課題

○ 地域公共交通の輸送人員は軒並み大幅な下落傾向にあり、全国の7割の事業者が赤字。
○ 特に地方部のバス事業の収支率は、低い水準。また、低賃金、長時間労働などにより、自動車

運転者を志望する人が減り、人手不足が深刻化。

バスの輸送人員の減少

自動車運転事業の人手不足
他産業に比べ低い事業収支率

（H28、補助前）

バス事業者の赤字割合

96.5%
103.1%

地方路線バス
87.4%

100.9%
124.9%

93.9%
105.2%

98.9%
103.3%

黒字事業者
30.6%

赤字事業者
69.4%

調査対象事業者：保有車両30両以上の245者

全国のバス事業者の約7割が赤字

2017年度 事業者数

大都市・その他地域の別 黒字 赤字 計

大都市部 51 29 80

その他地域 24 141 165

計 75 170 245
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国土交通省
九州運輸局

＜従来の地域公共交通総合連携計画に追加する事項＞

コンパクトシティの実現に向けたまちづくりとの連携

地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワークの再構築

日常生活等に必要不可欠な
交通手段の確保等

交通政策基本法（平成25年12月4日公布・施行）の具体化（法目的に追加）

関係者相互間の連携と
協働の促進 等

地域公共交通再編実施計画 実施計画 実施計画
･･･

地域公共交通特定事業

地域公共交通再編事業 軌道運送
高度化事業

（ＬＲＴの整備）

 道事業
再構築事業

（上下分離） ･･･

地域公共交通網形成計画

地方公共団体が事業者等
の同意の下に策定

国土交通大臣が認定し、計画の実現を後押し

改正法の基本スキーム

本格的な人口減少社会における地域社会の活力の維持・向上

まちづくりの観点からの
交通施策の促進

事業者と協議の上、
地方公共団体が

協議会を開催し策定

現行

面的な公共交通ネットワークを再構築
するため、事業者等が地方公共団体

の支援を受けつつ実施

地域公共交通活性化・再生法の一部改正の概要

基本方針
国が策定
まちづくりとの連携を明確化

①地方公共団体が中心となり、
②まちづくりと連携し、
③面的な公共交通ネットワーク を再構築

ポイント目標

H26.5.14成立
同5.21公布

（同11.20施行）

コミュニティバスに
よる交通空白解消

中心市街地

交通空白

郊外部

乗継ぎ利便性向上に
資するダイヤ調整

都市機能の誘導
（都市再生特措法）

居住機能の誘導
（都市再生特措法）

山間部

地域公共交通再編事業の活用イメージ

複数路線を再編し
乗換え拠点を設定

拠点エリアにおける
循環型の公共交通
ネットワークの形成

小さな拠点の形成

デマンド運航等
への転換

海上交通と陸上交通
との乗り継ぎ円滑化

航路の再編

デマンドタク
シー等の導入

自家用有償旅客運送
の導入

- 2 -



国土交通省
九州運輸局九州運輸局交通政策基本計画の取組概要

〔主な再編概要〕
交通結節点の新設と路線の分割を行い利便性を確保し

ながら効率化。
併せて、商業施設への乗入れやコミバスへの移管等を実

施し、広域的にバス交通を再編する。

地域交通ネットワークを再構築するために策定される
地域公共交通網形成計画についてその策定が順調に
進んでいるほか、地域公共交通再編実施計画について
は、平成30年9月に大分県南部圏、九重町、平成31年2
月に佐世保市を認定。

その他の地域においても具体的な交通再編が進んで
きている。

■人口減少や少子高齢化、モータリゼーションの進展といった地域の実情を踏まえつつ、ま
ちの規模を集約・適正化するコンパクトシティ化とともに、 自治体・交通事業者・住民が
一体となって、地域公共交通ネットワークを再構築し、持続可能 なまちづくりを行うことが
求められている。

【都 市 部】 輻輳・競合するバス路線の再編
【過疎地域】 バス路線の確保維持、交通空白地域への対応
【離島地域】 離島内交通や離島航路の確保

●地域交通ネットワークの再構築 大分県南部圏地域再編実施計画（平成30年10月～）
（佐伯市、津久見市）

 エリア毎の主な課題

交通結節点の新設、路線の
分割等

～

商業施設への乗入れ

民間バスをコミバスへ移管

【網形成計画策定件数：6件（H27.6）→ 94件（R1.6現在)】
【再編実施計画認定件数：0件（H27.6）→ 10件（R1.6現在）】
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国土交通省
九州運輸局九州における交通結節の取組（熊本市交通局）

○ 「熊本駅前」電停の軌道敷のサイドリザベーション化を実施し、安全性と利便性を向上。

○ 市電電停の移設により、ＪＲ新水前寺駅と直結し乗換え利便性が大幅に向上。

平成２２年日本鉄道賞受賞

出典：熊本市交通局
（公表資料を一部修正）

- 4 -



国土交通省
九州運輸局九州における交通結節の取組（熊本市交通局）

「ＪＲ新水前寺駅」と新水前寺駅前電停との結節（平成２３年度実施）

出典：熊本市交通局
（公表資料を一部修正）

- 5 -



国土交通省
九州運輸局九州における交通結節の取組（熊本市交通局）

○ 道路中央部にあった軌道を片方の歩道に寄せることにより、路面電車の利用者が歩道から直接
乗降できるように改善され、安全性と利便性が向上。

○ サイドリザベーション区間のうち、交差点部等を除く約４００ｍについて軌道敷を緑化。

「熊本駅前」電停の軌道敷のサイドリザベーション化（平成２２年度実施）

出典：熊本市交通局
（公表資料を一部修正）

日本初
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国土交通省
九州運輸局九州における交通結節の取組（熊本市交通局）

○ 平成２３年の九州新幹線全線開業に合わせて、熊本駅・上熊本駅から中心市街地への利便性
を高めるために、平成２３年３月１日から運用を開始。

路面電車優先システム導入（平成２２年度実施）

出典：熊本市、熊本市交通局
（公表資料を一部修正）

上熊本駅

熊本駅前

辛島町

○ 電車の接近を感知装置（光ビーコン）に
よって感知し、電車が信号機のある交差
点に接近すると、電車の進行方向が青信
号の場合には青信号時間を長くし、赤信
号の場合には赤信号時間を短くして市電
の信号停車時間を減らし、市電のスピード
アップを図るもの。
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国土交通省
九州運輸局九州における交通結節の取組（大分駅）

出典：大分交通、大分バス
（公表資料を一部修正）

大分駅

○ 駅前に、方面別のバス乗り場を整備し、観光客等が利用しやすい環境を提供。

大分バスのりば
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国土交通省
九州運輸局

出典：西日本鉄道（公表資料を一部修正）

○ 福岡市と西日本鉄道は、平成２８年８月から「都心循環BRT」（※）の形成に向け連節バスの
試行運行を開始し、令和元年７月２０日から、２０～３０分間隔を１５分間隔に増便。

○ １台で通常の大型バスの１．５倍の旅客を運送することができるため、バス路線の再編・効率
化による交通負荷の低減、渋滞緩和、運転手不足の解消等が期待される。

（※）ＢＲＴ（Bus Rapid Transit）は、連節バス、ＰＴＰＳ（公共車両優先システム）、バス専用道、バスレーン等を組み合わせる
ことで、速達性・定時性の確保や輸送能力の増大が可能となる高次の機能を備えたバスシステムであり、地域の実態に応
じ、連節バス等を中心とする交通体系を整備していくことにより、地域公共交通の利便性の向上、利用環境の改善が図られ
ます。

九州における交通結節の取組（連節バスの運行（福岡市））

運行ルート停車バス停

連節バス
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富山市内電車・環状線化計画 富山市内電車・環状線化計画

・ 富山駅を中心とした延長約15. 2kmのＬ ＲＴ ネット ワークを形成し、 富山市が目指す「 公共交通を軸とし

たコンパクト なまちづく り」 を牽引。

・ 新幹線高架下から富山軌道線までの第1期事業（ 約160ｍ） が平成27年3月に完成し、新幹線開業に合

わせて高架下への乗入れを開始。

・ 第１期事業（ 富山軌道線の高架下乗入れ） の完成により、雨や雪に濡れずに快適に短距離で乗継できる

など、新幹線及び在来線との乗継利便性が大幅に向上。富山軌道線全体の利用者数は、第１期事業開業

前の平成26年度と比較し、平成27年度は約11％増、平成28年度は約14％増となり、予想以上の利用

者数増加をもたらした。

・

・ 新幹線の高架下に路面電車が乗入れ運行し、 停留場を設置する形式は全国初。

・ 市内電車環状線化事業と同様、「 上下分離方式」 を導入し、 富山市が「 軌道整備事業者」 として軌道

整備及び車両の購入を行い、 民間（ 富山地方鉄道㈱及び富山ライト レール㈱） が「 軌道運送事業者」

として車両の運行を行うもので、 双方の役割を明確にするとともに、 連携して事業を推進。

・ 軌道施設だけでなく 、 駅前広場や自由通路を含めて、 統一したコンセプト でデザイン設計を実施する

「 ト ータルデザイン」 の考え方を導入した。 その中で、 高架下の停留場空間は、 東西の壁面にガラスを

用い、 西側壁面にはアート ガラスを設置することで、 Ｌ ＲＶ（ 路面電車車両） のショ ーケースのような

空間を表現。

・ 第2期事業（ 富山港線の高架下乗入れ） は平成32年3月の完成を目指しており、 接続後は富山市北部

地域と中心市街地とのアクセスが向上し、 さらなる利用促進が期待される。

富山市 都市整備部 路面電車推進課 電話 076-443-2115

http: //www. ci ty. toyama. toyama. j p/toshi sei bi bu/romendenshasui shi n/romendenshasui shi n. html

富山市 都市整備部 交通政策課 電話 076-443-2195

http://www.city. toyama. toyama. jp/toshiseibibu/kotsuseisakuka/tosi_kotuseisakuka.html

富山駅高架下で南側の富山地方鉄道
富山軌道線と北側の富山ライト レー
ル富山港線を接続することにより、
富山駅を中心とした延長約 15. 2km
のＬ ＲＴ ネット ワークを形成する

プロフィール

モード

軌道

人口： 417,633 人（H28 年度末）

路面電車南北接続事業 富山県＞富山市

面積： 1,241.77 ㎢

人口密度： 336.32 人/㎢

運営主体：富山市、富山地方
鉄道㈱、富山ﾗｲﾄﾚｰﾙ㈱

ステイタス 実施年
平成 27 年

3 月

効果

ここに注目！

もっと詳しく・・
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路面電車南北接続事業概要図

第1期事業（ H27. 3完成）

路面電車南北接続事業 富山県＞富山市

出典： 富山市
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・補助対象事業者：交通事業者等 ・補助率：１／３等

○鉄道駅、旅客ターミナル（バス・旅客船・航空旅客）のバリアフリー化、待合・乗継施設整備
（段差の解消（※）、転落防止設備の整備、視覚障害者誘導用ブロックの整備等）

補助率：１／３

車椅子用階段昇降機

○ノンステップバス・リフト付きバスの導入

補助率：１／４又は補助対象経費と通常車両価格の

差額の１／２のいずれか低い方（上限140万円）

リフト付きバス

○福祉タクシーの導入

補助率：１／３

福祉タクシー

地域公共交通バリア解消促進等事業 (1)バリアフリー化設備等整備事業

高齢者、障害者をはじめ誰にとっても暮らしやすいまちづくり、社会づくりを進めるため、公共交通のバリアフリー
化を一体的に支援。

ノンステップバス

視覚障害者誘導用ブロック

線
路
側

ホ
ー
ム
側

ホームドア
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支援対象メニュー（例）

○ＬＲＴシステムの導入に要する経費

＜低床式車両の導入＞ ＜停留施設の整備＞

○ＢＲＴシステムの導入に要する経費

＜連節バスの導入＞
※ ＢＲＴ：連節バス、バスレーン等を組み合わせた幹線的な交通システム

※ ＬＲＴ：低床式路面電車による幹線的な交通システム

地域公共交通バリア解消促進等事業 (2)利用環境改善促進等事業

・補助対象事業者：交通事業者等
・補助率：１／３等

バリアフリー化されたまちづくりの一環として、ＬＲＴ、ＢＲＴの導入等、公共交通の利用環境改善を支援。

◆LRT・BRTの導入について、下表の左欄に掲げる事業は、それぞれ右欄のとおり補助率をかさ上げ。

事 業 補助率

「地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計画に基づいて実施される事業 ２／５

地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計画並びに立地適正化計画及び都市交通
戦略の双方に基づいて実施される事業

１／２

地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計画並びに軌道運送高度化実施計画又は
道路運送高度化実施計画に基づいて実施される事業

１／２
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